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関東森林管理局国有林材供給調整検討委員会 

（８月期臨時開催） 
 
 

次 第 
 
 
１．開催形式 

資料送付による書面開催とし、各委員より国有林材供給調整の必要性

等について意見聴取する。 
 
 
２．各委員からの意見聴取事項 
 

（１） 木材の需給動向と今後の見通しについて 
 

（２） 国有林材の供給調整の必要性について 
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（別紙） 

令和２年度 関東森林管理局国有林材供給調整検討委員会（８月期臨時開催） 議事概要 

 

 

１ 開催日時・場所 

令和２年８月１８日（火）書面開催 

 

２ 検討結果 

管内の需給動向や各委員からの状況報告等を総合的に勘案した結果、現在取り組んでいる国有林材

の供給調整の取組を継続するとともに、更なる取組として、「供給過剰を緩和するための供給調整」と、

「雇用確保の観点からの原木生産を伴わない森林整備への振り替え」等について、各地域の需要動向等

を注視しつつ、各地域の実情に即して柔軟に取り組む必要がある。 

また、引き続き木材需給動向を注視し、今後においても各地域の関係者からの意見等を把握しなが

ら、必要に応じて委員会の臨時開催も視野に入れることとする。 

 

３ 概要（状況報告等） 

（１）木材の需給動向と今後の見通しについて 

○ 川上においては、原木価格の低下から素材生産量の調整、皆伐を搬出間伐へ切り替えて実施して

いる。 

 

○ ７月の長雨の影響や連日の猛暑の影響もあり、出材が減少し、５０％～７０％の減産となった。 

 

○ 川中においては、原木価格の低下により素材生産が控えられたことから、一部の製材工場では材

の不足を懸念している。 

 

○ 新型コロナウイルスの影響により先行き不透明であり、製材工場は入荷を最小限に絞り込んだ。

そのため、原木は市場において安売りされ、立方単価１０千円を割り込む水準まで下落した。７月

の長雨の影響もあり、８月には一変して原木の不足が表面化したことにより立方単価１２千円ま

で回復した。 

 

○ 大手工場の荷動きは悪くない印象だが、地場工務店等が苦戦しており、二極化している。工場の

減産により、今後製品の在庫は減少する見込み。非住宅用の製品も動き出している。 

 

○ 製材品の出荷は関東地方を中心に悪くなっている。 

 

（２）国有林材の供給調整の必要性について 

○ 立木販売の搬出期間の無償延長、地域の需要と供給のバランスを考えた生産、請負事業者の事業

量、地域の雇用形態に合った事業の見直しなど、現在の状況に合った対応が行われており、継続し

た対応をお願いしたい。 

 

○ 供給調整対策の実施に当たっては、地域の林業の実情を十分に勘案し適切に行われることを要

望する。特に国有林材については地域の製材業、素材生産業に与える影響が大きいことから、慎重

に対応されたい。 

 



○ 市場においては原木入荷が少ない状況にあり、在庫についても不足している。国有林材の供給調

整については、需要動向を注視しつつ、柔軟な対応をお願いしたい。 

 

○ 現段階で原木不足が叫ばれている地域が多々あり、値段も上昇している。ただし長い目で見れば

住宅着工数が減少する予想などがあり、民間の生産が活発になる時期を考えれば、供給調整の動き

を止めるべきではないと考える。 

 

○ 外材についても需要減少の中で価格を下げて需要の維持を図っており、過度な生産調整は国産

材の競争力を低下させかねない。 


